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第１ 企画政策係
 
１ 企画立案 
⑴ 長期総合計画策定に係る業務  

平成２６年度から引き続き、庁内策定体制として、長期総合計画策定本部を設置し、第４

次基本構想・後期基本計画（素案）について、長期計画審議会に諮問した。  
（長期総合計画策定本部開催日 ４．２８、６．１６、７．８、７．１５、９．２、９．２

９、１１．２４、１２．８、３．１）  
 
ア 長期計画審議会  

長期計画審議会条例に基づき、平成２６年度から引き続き、第４次基本構想・後期基本

計画（案）の審議を行った。  
（長期計画審議会は、公募市民５人、学識経験者３人、関係団体の役員又は職員４人、教

育委員会の委員１人、農業委員会の委員１人、関係行政機関又は市の職員２人で構成。）  
９月に中間答申、１２月に最終答申を行った。  
回数 開催日  議 題 

第３回 ５．２５  
・起草委員会の審議状況の結果について

・後期基本計画（素案）≪計画の推進分野≫（前半）について

・市民懇談会テーマ（案）について 等 

第４回 ６．２５  

・後期基本計画（素案）≪計画の推進分野≫（後半）について

・起草委員会の審議状況の結果について

・「こがねいまちづくり カフェ」（市民懇談会）の運営について

等

第５回 ７．１３  
・「こがねいまちづくり カフェ」（市民懇談会）を終えて

・長期計画審議会からの意見に対する後期基本計画（案）への

反映について 等 

第６回 ９．９  ・中間答申に向けて

・重点プロジェクトについて 等 

第７回 ９．１４  ・重点プロジェクトについて

・市民フォーラムについて 等 

第８回 １０．５  ・パブリック・コメントに向けて

・市民フォーラムに向けて 等 

第９回 １１．３０  

・第４次基本構想・後期基本計画（案）に対する意見及び検討

結果について

・市民フォーラムを終えて

・最終答申に向けて 等 

イ 長期計画起草委員会

後期基本計画の策定に資するため、第４次基本構想の大綱（４つの柱）ごとに長期計画

起草委員会を設置した。（起草委員会は長期計画審議会の専門委員のうち、それぞれ４人以

内で構成）

分野 開催日

環境と都市基盤 ４．１３、５．１８、６．８、７．２７

地域と経済 ４．１７、５．１９、６．１０、７．２８

文化と教育 ４．１４、５．１３、６．９、７．２１

福祉と健康 ４．１４、５．１９、６．１１、７．３０
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ウ 市民懇談会等

後期基本計画の策定にあたって、多様な意見を反映させるために以下の取組を実施した。

名 称 実施期間 内 容 
市民懇談会

（こがねいまちづくり

カフェ） 
７．４ 

ワールドカフェ方式で「未来の小金井」につ

いて自由に対話、参加者５４名（審議会委員含

む） 

パブリックコメント  １０．１４ 
～１１．１３ 

第４次基本構想・後期基本計画（案）につい

て 
（意見提出人数１７人・意見数６６件）  

市民フォーラム  １０．２５ 分野ごと４つのブースに分かれて、審議会委

員の説明と自由な意見交換、参加者１７名  

エ 中期財政計画の策定

後期基本計画の財源的裏付けを目的として平成２７年９月に中期財政計画（案）を策定

し、平成２８年３月に今後５年間の中期財政計画を策定した。

オ 施策マネジメントの実施

施策の着実な推進と施策のＰＤＣＡサイクルの定着を目的として、『小金井しあわせプ

ラン』の重点プロジェクトに該当する８２施策、その施策に位置付けられた主な事業１０

５事務事業を評価対象として施策評価及び事務事業評価を実施した。施策評価の結果は、

Ａ評価（推進）１８件、Ｂ評価（一部課題あり）５９件、Ｃ評価（課題あり）５件であっ

た。

⑵ 人口ビジョン及び総合戦略策定に係る業務  
人と人とのきずなをいかした参加と協働による創造的なまちづくりを進めるため、「人口ビ

ジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を一体的に策定した。  
 
ア まち・ひと・しごと創生本部  

市長、副市長、教育長及び部長職者で構成する庁内組織において、まち・ひと・しごと

創生に関する必要事項の検討を行った。（開催日 ４．２１、６．２３、７．８、８．２６、

９．２９、１０．２０、１２．８、１．１２、１．１９、２．２３、３．１）  
 
イ まち・ひと・しごと創生総合戦略等検討委員会  

総合戦略等の策定に当たり、市民をはじめ、関係団体等から多様な意見を聴取し、施策

の方向性を検討した。  
（公募市民３人、学識経験者２人、関係団体の職員３人、市の職員１人で構成。）  
回数 開催日  議 題 

第１回 ９．４  策定方針、現状分析等について  
第２回 １０．６  人口ビジョン（素案）について  
第３回 １０．２６  総合戦略（素案）について  
第４回 １２．１４  総合戦略（素案）について  
第５回 １．１８  人口ビジョン及び総合戦略（素案）について

第６回 ３．４  人口ビジョン及び総合戦略（案）に対する意見及び検討結

果等について 
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ウ 意識調査等

人口ビジョン及び総合戦略策定に係る今後の取組を検討し、多様な意見を反映させるた

めにパブリックコメントを実施した。

名 称 実施期間 内 容 

進学・就職・出産・子育

てなどに関する意識調査  
７．２９～ 
８．１７ 

人口変動に影響を与える実態調査や考え方

を伺い、今後の取組を検討する際の基礎資料と

するために実施 （回収率：２４．１％）  

パブリックコメント  １．２２～ 
２．２１ 

人口ビジョン（案）及びまち・ひと・しごと

創生総合戦略（案）に関して  
（意見提出人数１人・意見数８件）  

市民フォーラム  ２．１４ 人口ビジョン・総合戦略などについての全体

説明及び意見交換会など  

⑶ 新庁舎建設に係る事業

新庁舎建設庁内検討委員会

副市長、教育長及び部長職者で構成する庁内組織において、５回にわたり新庁舎建設に係

る諸問題について検討を行った。

名 称 開 催 日

新庁舎建設庁内検討委員会 ７．２９、９．１、９．２９、１０．２７、１１．１０

⑷ （仮称）東小金井市政センターに係る事業

（仮称）東小金井市政センターに関する庁内検討委員会

企画財政部長、市民部長、都市整備部長、企画政策課長、市民課長、都市計画課長及び建

築営繕課長で構成する庁内組織において、５回にわたり（仮称）東小金井市政センターに係

る諸問題について検討を行った。

名 称 開 催 日

（仮称）東小金井市政センター

に関する庁内検討委員会
５．２５、８．１７、９．９、１０．３０、１．２１

⑸ 公共施設等総合管理計画に係る事業

公共施設等総合管理計画策定推進本部

市長、副市長、教育長及び部長職者で構成する庁内組織において、３回にわたり計画策定

に係る検討を行った。

名 称 開 催 日

公共施設等総合管理計画策定

推進本部
７．１５、３．８、３．２２

⑹ 市民参加推進会議の開催

市民参加条例の適正な運用状況等を審議するため、市民参加推進会議を３回開催した。ま

た、第４期市民参加期推進会議の提言にある無作為抽出による選出を、第６期公募委員（一

部）について行った。

回数 開催日 議 題

第４１回

（第５期）
５．２２

１ 平成２６年度市民参加状況報告

２ 意見・提案シート設置状況報告

３ 第６期市民参加推進会議公募委員の無作為抽出の方法に

ついて

４ 提言に対する市長の意見について

５ 第５期市民参加推進会議のまとめ
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第４２回

（第６期）
１２．２２

１ 委嘱状の交付  
２ 委員長の互選について  
３ 副委員長の互選について

４ 市民参加条例の概要について

５ 市民参加推進会議の運営等について

６ 市民参加の状況について

７ 第５期推進会議提言の進捗状況の報告

８ 市民参加推進会議の検討事項について

第４３回

（第６期）
２．１９ １ 第６期市民参加推進会議の議題について

⑺ 指定管理者選定委員会の開催

市が設置する公の施設の管理を行う指定管理者の選定について、調査及び審議した。

回数 開催日 議 題

第２５回 ７．７

・小金井市児童発達支援センターの指定管理者候補者の選定につ

いて

・小金井市障害者福祉センターの指定管理者候補者の選定につい

て 等

第２６回 ８．２６

・小金井市本町高齢者在宅サービスセンターの指定管理者候補者

の選定について

・武蔵小金井南口第２自転車駐車場外１２施設の指定管理者候補

者の選定について 等

⑻ 総合教育会議の開催

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき総合教育会議を設置し、会議を４回開

催した。また、小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱（案）に対してパブリ

ックコメントを実施した。

回数 開催日 議 題

第１回 ７．３

１ 総合教育会議の運営について

２ 教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱

について

第２回 ７．１４
１ 小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱

（案）について

第３回 １０．２８
１ 小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱

（案）について

第４回 ２．１９ １ 小金井市の教育について

パブリック

コメント

８．３～

９．２

小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱（案）

について（意見提出人数２人・意見数６件）

⑼ 職員提案制度

市の施策、事務事業等に関し、職員の創意工夫による提案を求め、これを実施することに

より、職務に対する意欲の向上を図り、活力ある職場づくりを行うとともに、市民サービス

の向上及び行政の効率化に資することを目的として、職員提案制度を実施した。

募集期間 １２．８～１．８

提案総数 １２件（うち一次審査通過分は１２件。最優秀賞０件、優秀賞０件、入賞３件、

努力賞９件、チャレンジ賞０件） 
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⑽ こがねいあした研究所

市政に関する事項について、調査、研究等を自発的に行う職員で構成するグループを奨励

し、その活動を支援することにより、職員の自己啓発意欲と市政全般への参画意識の高揚を

図り、組織運営の活性化に資することを目的として、各６人の職員が所属する２グループの

研究活動を支援した。

研究期間 ２７ １２．１～２８．３．３１

⑾ 市イメージキャラクター広報活動

市内のイベント等で着ぐるみを２０回使用し、周知活動を行った。「イメージキャラクター

着ぐるみサポーター制度実施要綱」に基づくサポーター登録人数は１３人（３月末現在）で、

イベントでのサポーター利用件数は３件であった。

２ 総合調整

東日本大震災義援金募金活動

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の発生に伴い、甚大な被害を受けた被災地を

支援するため、市施設内に募金箱を設置し、義援金を募った。

設置期間 ２７．４．１～２８．３．３１

設置場所 市役所本庁舎２階 企画政策課カウンター

市役所第二庁舎１階 受付カウンター

募金総額 ８８，８０３円
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３ 庁 議

回数 開催日 議 題

第１回 ４． １ １ 各部連絡事項

第２回 ４．１４ １ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 施策マネジメントの実施について
３ 各部連絡事項

第３回 ４．２１ １ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（２件）
２ 小金井市まち・ひと・しごと創生本部設置要綱（案）につ

いて
３ 各部連絡事項

第４回 ４．２８ １ 平成２７年第１回市議会臨時会提出案件審査（３件）

２ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（５件）

３ 現福祉会館利用者安全確保対策等プロジェクト・チームの

設置について（案）

４ 各部連絡事項

第５回 ５．１２ １ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（１０件）
２ 建設環境委員会への行政報告について（１件）
３ 現福祉会館利用者安全確保対策プロジェクト・チームの協

議状況について
４ 各部連絡事項

第６回 ５．１９ １ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 各部連絡事項

第７回 ５．２６ １ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（１件）

２ 建設環境委員会への行政報告について（１件）

３ 現福祉会館利用者安全確保対策プロジェクト・チームの協

議状況について

４ 各部連絡事項

第８回 ６． ２ １ 厚生文教委員会への行政報告について（２件）
２ 建設環境委員会への行政報告について（２件）
３ 小金井市防犯カメラの設置及び運用に関する条例（案）に

対する意見募集について
４ 現福祉会館利用者安全確保対策プロジェクト・チームの協

議状況について
５ 各部連絡事項

第９回 ６． ９ １ 厚生文教委員会への行政報告について（４件）

２ 建設環境委員会への行政報告について（７件）

３ 総務企画委員会への行政報告について（４件）

４ 行財政改革調査特別委員会への調査資料の提出について

（３件）

５ 連合審査会について

６ 各部連絡事項

第１０回 ６．１６ １ 平成２７年第２回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 資源循環型社会推進調査特別委員会への調査報告について

（１件）
３ 各部連絡事項

第１１回 ６．２３ １ 各部連絡事項

第１２回 ６．３０ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 小金井市公共施設等総合管理計画策定推進本部設置要綱に

ついて
３ 各部連絡事項

第１３回 ７． ８ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（３件）
２ （仮称）行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する条例制定及び個人情報保護条例の一部改
正の基本的な考え方に対するパブリックコメントの実施につ
いて

３ 各部連絡事項

第１４回 ７．１５ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（１件）

２ 各部連絡事項
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第１５回 ７．２２ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（２件）

２ 現福祉会館について

３ 公民館（本館）の仮移転にかかる市民説明会の実施につい
て

４ 小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱（案）
に対する意見募集について

５ 各部連絡事項

第１６回 ７．２９ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（４件）

２ 総務企画委員会への行政報告について（３件）
３ 小型航空機墜落事故に係る対応について（緊急要請）

４ 各部連絡事項

第１７回 ８． ５ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（１８件）
２ 資源循環型社会推進調査特別委員会への調査資料の提出に

ついて（４件）
３ 小金井市福祉共同作業所の仮移転場所の決定について
４ 各部連絡事項

第１８回 ８．１９ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（３件）
２ 厚生文教委員会への行政報告について（５件）
３ 厚生文教委員会への所管事務調査報告について（１件）
４ 行財政改革調査特別委員会への調査報告について（１件）
５ （仮称）行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する条例制定及び小金井市個人情報保護条例
の一部改正の基本的な考え方について

６ 各部連絡事項

第１９回 ８．２６ １ 厚生文教委員会への行政報告について（１件）
２ 各部連絡事項

第２０回 ９． １ １ 厚生文教委員会への行政報告について（１件）
２ 建設環境委員会への行政報告について（２件）
３ 総務企画委員会への行政報告について（１件）
４ 各部連絡事項

第２１回 ９． ８ １ 平成２７年第３回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 厚生文教委員会への行政報告について（２件）
３ 建設環境委員会への行政報告について（１件）
４ 総務企画委員会への行政報告について（３件）
５ 各部連絡事項

第２２回 ９．１５ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 行財政改革調査特別委員会への調査報告について（１件）
３ 資源循環型社会推進調査特別委員会への調査資料の提出に

ついて（２件）
４ 各部連絡事項

第２３回 ９．２４ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）

２ 各部連絡事項

第２４回 ９．２９ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 小金井市中期財政計画（案）について
３ 平成２７年度施策マネジメント評価結果について

４ 各部連絡事項

第２５回 １０． １ １ 小金井市役所本庁舎耐震診断結果について
２ 各部連絡事項

第２６回 １０． ５ １ 各部連絡事項

第２７回 １０． ６ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（５件）
２ 平成２８年度予算編成方針（案）について
３ 各部連絡事項

第２８回 １０．１３ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 各部連絡事項

第２９回 １０．２０ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（４件）

２ 各部連絡事項

第３０回 １０．２７ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 平成２８年度可燃ごみ処理支援要請文について
３ 各部連絡事項

第３１回 １１． ４ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
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２ 厚生文教委員会への行政報告について（３件）
３ 建設環境委員会への行政報告について（１件）
４ 総務企画委員会への行政報告について（３件）
５ 小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱の策

定について
６ 国立大学法人東京農工大学と小金井市との協働・連携に関

する相互友好協定書について
７ 各部連絡事項

第３２回 １１．１０ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 建設環境委員会への行政報告について（１件）
３ 総務企画委員会への行政報告について（１件）
４ 行財政改革調査特別委員会への調査報告について（１件）
５ 資源循環型社会推進調査特別委員会への調査資料の提出に

ついて（２件）
６ 各部連絡事項

第３３回 １１．１７ １ 平成２７年第４回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 総務企画委員会への行政報告について（１件）
３ 各部連絡事項

第３４回 １１．２４ １ 厚生文教委員会への行政報告について（１件）
２ 亜細亜大学と小金井市との包括的協働・連携協力に関する

協定書について
３ 二枚橋衛生組合ごみ焼却場跡地の売買及び利用並びに都市

計画の変更に関する覚書（案）について
４ 各部連絡事項

第３５回 １２． １ １ 小金井市観光大使について

２ 各部連絡事項

第３６回 １２． ８ １ 各部連絡事項

第３７回 １２．１５ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）

（案）のパブリックコメントについて
３ 各部連絡事項

第３８回 １２．１７ １ 各部連絡事項

第３９回 １２．１８ １ 各部連絡事項

第４０回 １２．２２ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 各部連絡事項

第４１回 １２．２８ １ 各部連絡事項

第４２回 １． ４ １ 各部連絡事項

第４３回 １． ５ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（２件）
２ 小金井市産業振興プラン（案）に対する意見募集について
３ 各部連絡事項

第４４回 １．１２ １ 平成２８年第１回市議会臨時会提出案件審査（２件）
２ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（１件）
３ 朝鮮民主主義人民共和国の核実験に対する抗議文について
４ 課長補佐職と係長職の見直しについて
５ 小金井市国民健康保険データヘルス計画（案）のパブリッ

クコメント実施について
６ 第２次明日の小金井教育プラン（案）のパブリックコメン

ト実施について
７ 各部連絡事項

第４５回 １．１４ １ 平成２８年度小金井市一般会計当初予算
２ 各部連絡事項

第４６回 １．１９ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（６件）
２ 小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略（案）のパフリックコメント実施について
３ 新福祉会館建設について市長の方針を明らかにすることを

求める申し入れについて
４ 各部連絡事項

第４７回 １．２１ １ 平成２８年度小金井市一般会計当初予算
２ 各部連絡事項
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第４８回 １．２６ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（１８件）
２ 各部連絡事項

第４９回 ２． ２ １ 平成２７年度小金井市一般会計補正予算（第７回）につい
て

２ 各部連絡事項

第５０回 ２． ２ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（１１件）

２ 第３次小金井市子ども読書活動推進計画（案）に対する意
見及び検討結果について

３ 各部連絡事項

第５１回 ２． ５ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（４件）
２ 各部連絡事項

第５２回 ２． ９ １ 朝鮮民主主義人民共和国のミサイル発射に対する抗議文に
ついて

２ 各部連絡事項

第５３回 ２．１５ １ 平成２８年度第１回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 各部連絡事項

第５４回 ２．２３ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（２件）
２ 厚生文教委員会への行政報告について（２件）
３ 各部連絡事項

第５５回 ３． １ １ 厚生文教委員会への行政報告について（５件）
２ 厚生文教委員会への所管事務調査報告について（１件）
３ 建設環境委員会への行政報告について（１件）
４ 総務企画委員会への行政報告について（２件）
５ ６施設複合化プロジュクト・チームの設置について
６ 各部連絡事項

第５６回 ３． ８ １ 総務企画委員会への行政報告について（４件）
２ 各部連絡事項

第５７回 ３．１５ １ 資源循環型社会推進調査特別委員会への調査報告について
（１件）

２ 行財政改革調査特別委員会への調査資料の提出について
（１件）

３ 各部連絡事項

第５８回 ３．２２ １ 平成２８年第１回市議会定例会提出案件審査（１件）
２ 第２次明日の小金井教育プラン（案）に対する意見及び検

討結果について
３ 各部連絡事項

第５９回 ３．２９ １ 各部連絡事項

第６０回 ３．３０ １ 平成２８年度第２回市議会臨時会提出案件審査（４件）
２ 各部連絡事項

第６１回 ３．３１ １ 議員案第２号（仮称）小金井市新福祉会館建設検討委員会
設置に関する条例に係る再議書について

２ 各部連絡事項
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４ 行政経営 
⑴ 組織改正 

組織改正に係る関係例規の改正  
名 称 施行月日 

小金井市組織規則の一部改正  ４．１、７．１、８．１  

小金井市事務決裁規程の一部改正  ４．１、７．１、８．１  

 
⑵ 行財政再建推進本部会議  

回 数 開催日 議 題 
第２４７回 ４．２１ 平成２７年度職員一人当たりの人件費について  
第２４８回 ５．２６ 職員数の推移について 等 
第２４９回 ９． １ 第３次行財政改革大綱の実施項目の進捗状況  
第２５０回 ９． ８ 第３次行財政改革大綱の実施項目の進捗状況  
第２５１回 １０．２７ 第４次行財政改革大綱策定方針（案）  

 
⑶ 小金井市行財政改革市民会議  

回 数 開催日 議 題 
第１回 ９．２４ 諮問 等 
第２回 １０．２８ 諮問事項の検討について 等 
第３回 １１．３０ 諮問事項の検討について 等 
第４回 ２．１８ 諮問事項の検討について 等 

 
⑷ 休日窓口取扱件数  

（単位：件）  
市民課 保険年金課 納税課 子育て支援課  合計 

１０，３７０  １，０７４ １８３ ２４５ １１，８７２  
＊国民健康保険税徴収業務を保険年金課から納税課へ移管（８．１～）  
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第２ 男女共同参画室
１ 男女共同参画の推進

⑴ 男女平等推進審議会の開催

男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回開催した。

回 数 開 催 日 内 容

第６回

（第６期）
８．２７

・男女平等推進審議会への諮問事項について

・（仮称）第５次男女共同参画行動計画（案）策定事業概

要について

・計画策定に関するスケジュール（案）について

・男女平等に関する意識調査について

・年次報告書（平成２６年度実績）に対する評価及び意

見について

第７回

（第６期）
１２． ４

・男女平等に関する意識調査結果概要について

・年次報告書（平成２６年度実績）に対する確認事項に

ついて

・第４次男女共同参画行動計画の推進と計画策定につい

ての提言（案）の検討について

第８回

（第６期）
１．１４

・第４次男女共同参画行動計画の推進及び今後の行動計

画策定についての提言（案）の検討について

第１回

（第７期）
２．１９

・委員の委嘱について

・会長、副会長の互選について

・審議会の進め方について

・男女平等推進審議会（第７期）の審議内容について

⑵ 男女平等に関する市民意識調査の実施

（仮称）第５次男女共同参画行動計画の策定に向け、男女平等に関する市民の考えを把握

し、今後の男女共同参画施策に反映させることを目的として実施した。

調査期間 ２７．９．２５～２７．１０．１３

調査対象 住民基本台帳から無作為抽出した市内在住の１８歳以上の男女２，０００人

回収率 ４３．７％

⑶ 男女平等推進のための小金井市職員の意識調査の実施

（仮称）第５次男女共同参画行動計画の策定に向け、男女共同参画への意識啓発を図ると

ともに、男女平等に関する市職員の考えを把握し、今後の推進の基礎資料とすることを目的

として実施した。

調査期間 ２７．９．１５～２７．９．３０

調査対象 全職員９７９人（再任用職員・非常勤嘱託職員を含む）

回収率 ７５．２％

⑷ 緊急一時保護施設運営費補助金交付

１団体 １００ ０００円

⑸ 国内研修事業参加補助金交付

１件 １，０４９円
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２ 男女共同参画の啓発

⑴ 第２９回こがねいパレットの開催

ア 開催内容

開 催 日 １１．８ 場 所 公民館貫井北分館

テ ー マ ストレスに対処するしなやかなココロの作り方

内 容

石井朝子さん（心理学博士）による講演

・講演会「ストレスに対処するしなやかなココロの作り方」

・こがねいパレットに賛同する団体の展示

参 加 人 数 ４２人

イ 「第２９回こがねいパレット記録集」の発行

平成２８年３月 ４００部

⑵ 男女共同参画情報誌「かたらい」第４２号・第４３号の発行

号 数 内容（特別企画） 発 行

４２号
イクボスを育てよう

～ワークライフバランス実現のために～

平成２７年９月

２，６００部

４３号 介護者の目線に立った支援をめざして
平成２８年３月

２，６００部

⑶ 男女共同参画シンポジウムの開催

開 催 日 ６．３０ 場 所 市民会館萌え木ホール

テ ー マ
自分をすり減らさない生き方

～男らしさ・女らしさにとらわれない～

内 容 深澤真紀さん（コラムニスト）による講演

参 加 人 数 ８７人

⑷ 女性総合相談事業の実施

実 施 方 法 専門機関に委託 来所相談または電話相談

相 談 日 時 毎週金曜日 実施しない金曜日有り 午後１時３０分～４時３０分

相 談 場 所 市民相談室

相 談 件 数 １１３件

⑸ 再就職支援講座の実施

女性の再就職支援として、東京しごとセンター多摩と共催で開催した。

開 催 日 １０．１５ 場 所

小金井  宮地楽器ホール

（小金井市民交流セン

ター） 練習室２・３

テ ー マ 私らしく輝く！再就職へのファーストステップ in 小金井

内 容
キャリアカウンセラー 荻野智美氏による講演と就職支援アドバイ

ザーによる個別相談（希望者のみ）  
参 加 人 数 ３８人（うち個別相談８人）

⑹ 男女平等都市宣言普及啓発冊子「新成人のみなさんへ」の発行 ７４０部（４課共同印刷）

⑺ ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催

開 催 日 １１．１２～１１．２５ 場 所 第二庁舎正面玄関

内 容 ＤＶ防止普及啓発に係るパネル等の展示
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企画財政部

財 政 課

財 政 係





第１　財政係

　　１　予算

（単位：千円）

一 般 会 計

△ 2,814

※1   27. 6. 2

 　27. 9.25

国民健康保険

特 別 会 計

下 水 道 事 業

特 別 会 計 △ 17,161

介 護 保 険

特 別 会 計 △ 234

△ 280,270

後 期 高 齢 者

医療特別会計

△ 72,302

※1については、議会報告日

区　分 議決年月日 当初予算額 継続費及び繰越 継続費及び繰越
事業費繰越財源

充当額 充当込み額
事業費繰越財源

補正予算額 予算現額
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　　２　地方交付税

　　（１）　総括

基準財政需要額

基準財政収入額

交 付 基 準 額 △ 564,436
交 付 額 △ 50,436

△ 17,925

　　（２）　基準財政収入額

東日本大震災に係る特例加算額

合　　　　計

小　　　　計

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

小　　　　計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

市 町 村 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

利 子 割 交 付 金

（単位：千円）

区　　分 金　　額

市 町 村 民 税

固 定 資 産 税

（単位：千円）

区　　分 平成２７年度（Ａ） 平成２６年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

普
通
交
付
税

△ 514,000

特 別 交 付 税 額
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　　（３）　基準財政需要額　

減 税 補 て ん 債 償 還 費

臨 時 税 収 補 て ん 債 償 還 費

臨時財政対策債振替相当分

公 害 防 止 事 業 債 償 還 費

小　　　計

人　　　口

面　　　積

臨 時 財 政 対 策 債 償 還 費

財 源 対 策 債 償 還 費

補 正 予 算 債 償 還 費

地 方 税 減 収 補 て ん 債 償 還 費

臨 時 財 政 特 例 債 償 還 費

地 域 の 元 気 創 造 事 業 費

人 口 減 少 等 特 別 対 策 事 業 費

小　　　計

地 域 経 済 ・ 雇 用 対 策 費

商 工 行 政 費

総 務 費

徴 税 費

戸籍住民基本台帳費

地 域 振 興 費

産 業 経 済 費
農 業 行 政 費

林 野 水 産 行 政 費

厚 生 費

生 活 保 護 費

社 会 福 祉 費

保 健 衛 生 費

高 齢 者 保 健 福 祉 費

清 掃 費

そ の 他 の 土 木 費

教 育 費

小 学 校 費

中 学 校 費

そ の 他 の 教 育 費

都 市 計 画 費

公 園 費

下 水 道 費

（単位：千円）

経　費　の　種　類 金　　額

個
別
算
定
経
費
（

公
債
費
除
き
）

個
別
算
定
経
費
（

公
債
費
）

包
括
算
定
経
費 小　　　計

合　　　計

消 防 費

土 木 費

道 路 橋 り ょ う 費
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　　３　市債

　　４　収益事業

（注）収益金は、構成市の配分金の総計

競輪事業組合

（京王閣）

東京都六市

東京都十一市

競艇事業組合

（江戸川）

（注）借入先の、財務省は旧大蔵省、日本郵政は旧郵政省・総務省・旧郵政公社からの借入を含む。

開 催 事 業
回数
(回)

日　数
（日）

入場人員
（人）

売　上　高
（円）

収　益　金
（千円）

当市配分金
（千円）

合　　計

小　　計

下 水 道 債

小　　計

国民健康保険債

小　　計

臨時財政対策債

臨時税収補てん債

減 税 補 て ん 債

社会教育施設債

義務教育施設債

消 防 債

都 市 計 画 債

一 般 土 木 債

衛 生 債

民 生 債

文化センター等債

コミュニティ施設債

（単位：千円）

区　　分 借　入　額 償　還　額 現　債　額
借 入 先 別 現 債 額

財　務　省 日 本 郵 政 そ　の　他
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第１ 広報係

１ 印刷刊行物

名 称 対象 発行回数 発行部数 その他

市報こがねい 市民

通常号

月 回

年 回

年間 部

原則は毎月 日・ 日に発行

タブロイド判

色 頁 回

色 頁 回

カラー 頁・ 色 頁 回

配布部数 部（駅配布分含

む）

配布は、小金井市シルバー人材セン

ターに委託

発行・配布部数は、平成 年 月

日号～平成 年 月 日号

市勢要覧 市民 年毎
平成 年度作成分

部

無償配布 部

有償（１部 円）頒布 部

わたしの便利帳 市民 年毎 部
全戸配布は 部

転入者・希望者配布用

わたしの便利帳

地図
市民 数年毎 部

転入者・希望者配布用

（ 部は防災・医療マップ用）

２ その他の広報活動

（１）掲示板による広報

掲示板設置数 １箇所あたりの利用状況

箇所 枚（年度間）
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（２）声の広報

対象者 視覚障害者（１～６級）の方

月 別 合 計

テープ本数

枚数

※ 平成 年 月 日号～平成 年 月 日号分

※ は平成 年 月から配布を開始

※ 平成 年 月 日号から、音声データをホームページに掲載

（３）日刊紙掲載状況 （単位：本）

朝 日 毎 日 読 売 産 経 東 京 日 経 合 計

掲載日数

掲載件数

（４）記者会見

ア 対象（ 社）

朝日新聞社武蔵野支局 毎日新聞社武蔵野支局

読売新聞社武蔵野支局 産経新聞社多摩支局

東京新聞立川支局 日本経済新聞社多摩支局

共同通信社立川支局 時事通信社立川支局

ＮＨＫ多摩報道室 ＭＸテレビ多摩ニュースセンター

都政新報 Ｊ：ＣＯＭ東京 西エリア局

※ Ｊ：ＣＯＭ東京 西エリア局は、平成 年第 回定例記者会見から

イ 実施回数

定例４回（ 、 、 、 ）

ウ 内容

議案、予算（案）並びに重点施策など
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第２ 広聴係 

 
１ 相談業務 

相 談・種 類 実 施 回 数（回） 相 談 件 数（件） 
市民相談 ２４３ １，６１２ 
外国人相談 ３ ３ 
法律相談 １０１ ５４４ 
人権・身の上相談 １４ ２６ 
行政相談 １２ ２１ 
税務相談 ２２ １０９ 
建築・登記・表示登記相談 １１ ２５ 
相続等暮らしの書類作成相談 １２ ５０ 
交通事故相談 １２ ２０ 
※法律相談は、法テラス巡回相談（２回８件）を含む。 
 
２ 広聴活動 
（１）町会・自治会 

町会・自治会の数 ７４団体 
連合会の数 ４団体 
加入世帯数 ２４，３２５世帯 

◎ 町会長・自治会長連絡会 
２回 （５．２９、１．２６） 

◎ 市政だよりの発行 
  １２回 （４６１号～４７２号） 

（２）市民と市長のふれあいトーク（平成２４年度から実施） 
２回 （７．１５ ７．２２ ２７人） 

（３）市長への手紙 
調査期間 ９．１５～９．３０ 
回答者数 ６１２人（３０．６％） 

（４）市民の声 １８０件 
（５）市長へのファクス １８件 （平成１１．６．１設置） 
（６）市長へのＥメール ９５件 （平成１６．３．１設置） 
 
３ 平和推進事業 

事業名 と き ところ 内 容 参加者数（人） 

非核平和 
映画会 ８．７ 

小金井 宮地楽

器ホール（小金

井市民交流セン

ター） 

「アオギリにたくして」 
「望郷の鐘－満豪開拓

団の落日－」 
３１ 
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事業名 と き ところ 内 容 参加者数（人） 

原爆写真 
パネル展 

７．１７～

８．１８ 
８． １ 

～６ 

第二庁舎１階

正面入口 
小金井 宮地楽

器ホール（小金

井市民交流セ

ンター） 

原爆と人間展パネル、広

島・長崎原爆写真パネル

等の展示や関連書籍の

読書コーナーを設置 

６１１ 

横断幕の 
掲 出 

７．１７ 
～ 

８．１６ 
市内５箇所 

「核兵器をなくして世界に平和を」 
「核兵器廃絶の国際条約締結で 

核兵器のない地球を」 
原爆死没者 
への黙祷 

８．６ 
８．９ 

 原爆死没者の慰霊と世界の恒久平和

を祈念して１分間の黙祷を周知 
平和行事 
参加の旅 

８．５ 
～６ 広島市 広島市原爆死没者慰霊式並びに平和

祈念式等に市民１０人が参加 

平和講演会 ８．２６ 小金井市商工会

館２階大会議室 

⑴ 講演 
「空に消えた友の未

来」～戦争は最も罪ぶ

かきもの～ 
講師：山本嘉子さん 

⑵ 講演 
「私の戦争体験」～戦

場となる直前の沖縄

で～ 
講師：中重喜代子さん 

⑶ 対談 
市長、山本嘉子さ

ん、中重喜代子さん 

５２ 

小金井平和の

日記念行事 ３．６ 

小金井 宮地楽

器ホール（小金

井市民交流セ

ンター） 

⑴ 作文コンクール表

彰式・作品朗読 
⑵ 戦争経験者による

体験談 
⑶ 平和音楽会 

演奏：Ｅｖｅｒｌｙ

（エバリー） 

１０８ 
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４ 庁内案内業務 
年間案内件数 ５５，０１７件 
１日平均件数 ２２６件 

 
５ 市民掲示板設置状況（休止中掲示板を除く） ９９基 
 
６ 人権に関すること 
 名称 開催日等 
人

権

施

策

会

議 

人権施策推進都市町村連絡会 ２回 
人権施策推進都区市町村合同連絡会（全体会） １回 
多摩地区同和問題意見交換会 ２回 
人権施策推進都市町村連絡会ブロック幹事会 ２回 
地域人権啓発活動事業連絡会議 ３回 

研

修

等 

人権学習会 １回 
第１６回就職差別撤廃東京集会 １回 
部落解放・人権文化フォーラム２０１５ １回 

そ

の

他 

第６７回人権週間行事「講演と映画の集い」（１２.１３開催） １回 
人権週間行事（広報紙による啓発、啓発リーフレット・物品

の作成・配布等） １２．４～ 
１２．１０ 

人権メッセージパネル展 
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　1　各種会議

場　　所

６ ．１０ ホテルニューオータニ

５ ．１５
ホテルニューオータニ幕
張

４ ．２８ ５ ．２５ ７ ．２７

１０ ．２６ １１ ．２５ １ ．２５

２ ．２５

８ ．２１
オークラフロンティアホ
テルつくば

４ ．２０ ５ ．１８ ７ ．２１

８ ．１８ １０ ．１９ １１ ．１８

４ ２８ ５ １８ ７ ２１ 東京自治会館

４ ２８ ７ ７ １ ２５ 東京自治会館

４ ２８ ７ ７ １ １３ 東京自治会館

５ ． １
ホテルメトロポリタンエ
ドモンド

１１ ．１３ 東京都庁

２ ．２５ 持ち回り開催

４ ．１３ 東京自治会館

５ ． ８ ８ ． ７ １０ ． ２ 東京自治会館

２ ． ９ ホテル日航立川東京

第３　秘書係

会　　議　　名

東 京 都 市 長 会 議

全 国 市 長 会 議

全国市長会関東支部総会

開　催　月　日

東京自治会館

東 京 都 副 市 長 会 議

厚 生 部 会

東 京 都 市 町 村 協 議 会

東 京 都 市 区 長 会 総 会

東京自治会館

政策調査特別部会

総 務 文 教 部 会

市町村共同事業助成金審査会市町村共同事業助成金審査会

役 員 会
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第１ 情報システム係

１ ＯＡ機器導入状況

機器区分 台数 機器区分 台数

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ･ｼｽﾃﾑ ｻｰﾊﾞ機 内部情報ｼｽﾃﾑ 庁内 ｸﾗｲｱﾝﾄ機

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ･ｼｽﾃﾑ ｸﾗｲｱﾝﾄ機 基幹系システム ｻｰﾊﾞ機

スタンドアローンコンピュータ 基幹系システム ｸﾗｲｱﾝﾄ機

Ｗｅｂ系ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ機器 人事給与システム ｻｰﾊﾞ機

ワードプロセッサ 人事給与システム ｸﾗｲｱﾝﾄ機

内部情報ｼｽﾃﾑ 庁内 ｻｰﾊﾞ機 ＯＣＲ

２ 稼働システム・業務

⑴ 情報システム課所管システム

・住民記録システム ・共通照会システム

・印鑑登録システム ・窓口連携システム

・宛名管理システム ・給付事業システム

・住民税システム ・法人市民税システム

・軽自動車税システム ・固定資産税システム

・口座管理システム ・国民健康保険税システム

・収納管理システム ・国民健康保険資格管理システム

・滞納管理システム ・国民健康保険滞納対策システム

・税照会証明システム ・国民健康保険給付管理システム

・国民年金システム ・前期高齢者システム

・介護保険システム ・介護収納システム

・後期高齢システム ・障害福祉システム

・高齢福祉システム ・児童育成手当システム

・子ども手当システム ・児童手当システム

・医療助成システム ・児童扶養手当システム

・特別児童扶養手当システム ・飼犬管理システム

・幼稚園補助金システム ・児童その他手当システム

・健康情報システム ・就学援助システム

・子ども・子育て支援システム・学童保育システム

・学齢簿システム ・人事給与システム

・選挙システム ・住民投票システム

・団体内統合宛名システム ・住民基本台帳ネットワークシステム

・電子申請 ・コンビニ交付システム

・電子調達 ・公的個人認証

・公共施設予約システム ・地図情報システム

・各課対応ホームページ管理システム

⑵ 担当課所管電算処理業務

・法令検索業務 ・議会議事業務

・戸籍業務 ・生活保護業務
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・母子福祉資金貸付業務 ・国保総合業務

・小口融資あっせん支援業務 ・給排水管施設維持管理業務

・土木積算業務 ・道路台帳管理業務

・選挙投票業務 ・学校納付金払込業務

・図書館業務 ・家屋評価（固定資産・都市計画税）

・障害区分判定業務 業務

・公有財産台帳管理業務 ・公園台帳管理業務

・ （電子申告）業務 ・児童虐待等管理業務

・コンビニ収納業務 ・市税国保税口座振替受付業務

・栄養計算業務 ・授業支援業務

・消費生活相談業務 ・自動車騒音監視業務

・下水道積算業務 ・廃棄物手数料収納業務

・外国人在留情報業務 ・農地基本台帳業務

・全国瞬時警報システム業務

⑶ 内部情報システム

・文書管理システム ・財務会計システム

・グループウェア

３ 地域情報化

⑴ ホームページ

ア ホームページの充実

各課対応ホームページ管理システムの導入により、各課がホームペ

ージを通じて直接情報発信できることで、情報の即時性を向上させて

いる。

また、アクセシビリティ・ユーザビリティを支援するための機能を

導入し、市民の利便性向上を図っている。

アクセス件数 ３，７４１，２６４件

（前年比 １０７，０４４件増）

イ バナー広告

（ア） 掲載事業者件数 １３件

（イ） 歳入額 ３，３０７，５００円

⑵ 東京電子自治体共同運営

ア 電子調達（業者登録）

イ 電子申請

ウ 電子入札

⑶ 公共施設予約システム

インターネット予約により、公共施設の使用に係る手続を円滑にし、

市民等における利便性の向上、受付業務や統計処理における事務の効率

化を図っている。
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システム利用登録件数 ３ ９７４件

（個人登録：１ １７０件、団体登録：２ ８０４件）

⑷ 地図情報システム

ＡＳＰ方式による市民公開型の地図情報システムを、市ホームページ

上より利用できるようにし、コンテンツの充実を図っている。

－ 33 －




